
様式1-1（第4条関係）

年　　月　　日　　

開発行為現地予備調査依頼書
（あて先）　浜松市長　　　　　　　　　

申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　

　代理者（設計者）　住　　所　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　

　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　

開発行為施行地区についての現地予備調査のため、担当職員の派遣を依頼します。
記

１　開発区域

（1） 位置（区町名・地番）　浜松市　　

（2） □　市街化区域　[　用途地域　　　　　　　　　]　　□　その他
□　市街化調整区域　　　法第３４条　　　　号　該当

（３） 面積                     ㎡　[地目別内訳　　　　　　　　　　　　　　　]
（４） 目的

（５） その他（開発上協議等要する事項）

２　土地の区画形質の変更の有無

　　（１）区画の変更　　　　　　□有　　　　　　　□無

　　（２）形状の変更　　　　　　□有（　　　　㎡）□無

　　（３）質の変更　　　　　　　□有（　　　　㎡）□無

３　宅地造成及び特定盛土等規制法の許可を要する規模の有無

①盛土で高さが 1m 超の崖を生ずるもの 　　　　　　　　　□有　□無

②切土で高さが 2m 超の崖を生ずるもの　　 　　　　　　　□有　□無

③盛土と切土を同時に行い高さが 2m 超の崖を生ずるもの 　□有　□無

④盛土で高さが 2m 超となるもの（①③を除く）　　　　　 □有　□無

⑤盛土又は切土をする土地の面積が 500 ㎡超となるもの　　□有（　　㎡）　□無
（30cm を超える部分に限る）

添付資料
開発区域位置図・現況図・公図写し(複写可)・平面計画の概要図

造成計画平面図・造成計画断面図・現況写真

様式1-2（第4条関係）　　　　　　　　　　　　　　土地政策課　受付日　　　　　

返送日　　　　　

開発行為現地予備調査報告書

（あて先）　浜松市長
申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　

　代理者（設計者）　住　　所　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　

　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　

　令和　年　月　日に行った開発行為現地予備調査の結果を報告します。

１．関係法令等確認事項

	申請地
	

	非自己・自己
	
	
	
	
	

	区域区分
	
	
	
	
	

	用途地域
	
	用途またぎの場合
	
	

	開発に関係のある公共施設管理
	道路
	（市道・県道）
	
	
	

	
	河川・水路
	（浜松市管理）
	
	
	

	
	道路
	（国道）
	
	
	

	
	道路
	（農業）
	
	
	

	
	河川・水路
	（農業）
	
	
	

	
	公園
	
	
	
	

	
	消防水利
	
	
	
	

	
	上水道
	
	
	
	

	
	下水道
	
	
	
	

	開発不適地の非該当確認
	土砂災害特別警戒区域
	
	
	

	
	急傾斜地崩壊危険区域
	
	
	

	
	浸水被害防止区域
	
	
	

	
	建築基準法による災害危険区域
	
	
	

	
	地すべり等防止法による地すべり防止区域
	
	
	

	宅地造成および特定盛土等規制法(盛土規制法)のみなし許可
	盛土規制法のみなし許可
	
	
	

	
	1 盛土で高さが1ｍ超の崖を生ずるもの
	
	
	

	
	2 切土で高さが2ｍ超の崖を生ずるもの
	
	
	

	
	3 盛土と切土を同時に行い高さが2ｍ超の崖を生ずるもの
	
	
	

	
	4 盛土で高さが2ｍ超となるもの(①、③を除く)
	
	
	

	
	5 盛土又は切土をする土地の面積が500㎡超となるもの
	
	
	

	移設対象
	電気
	
	
	

	
	電話
	
	
	

	
	ガス
	
	
	

	
	自治会防犯灯
	
	
	

	その他調整
	農地法
	
	
	　

	
	埋蔵文化財の有無
	
	
	

	
	警察協議について
	
	
	

	
	開発残地の有無
	
	
	

	
	収用事業の有無
	
	
	

	
	風致地区
	
	
	

	
	許可以外の接道状況
	
	
	

	
	景観法
	
	
	

	
	土壌汚染対策法
	
	
	

	
	地区計画等
	
	
	　

	
	浜松市立地適正化計画
	
	
	

	
	災害ｲｴﾛｰｿﾞｰﾝ
	
	
	　


土地政策課　受付日　　　　　

返送日　　　　　

２．現地予備調査記録簿
	現地予備調査
日時
	
	
	
	
	

	申請地
	

	建築物の用途
	

	区域区分
	
	
	
	
	

	該当条項号
	
	
	
	
	

	立会人
	開発者
	
	
	
	

	
	設計者
	
	
	
	

	
	土地政策課
	
	
	
	

	
	道路保全課
	
	
	
	

	
	各土木整備事務所
	
	
	
	

	
	農地利用課
	
	
	
	

	
	公園管理事務所
	
	
	
	

	
	消防局警防課
	
	
	
	

	
	農地整備課
	
	
	
	

	
	盛土対策課
	
	
	
	

	課名
	指示事項
	回答

	土木部
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	土地政策課
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	〇〇〇課
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	公園管理事務所
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	警防課
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


土地政策課確認済のものを開発行為許可申請書に添付すること

様式2-1（第5条関係）

開発行為許可申請書

	都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を申請します。

　　　　　年　　月　　日

（あて先）　浜松市長　　　　　　　　

許可申請者　住　所　　　　　　　　　　　　

　　氏　名　　　　　　　　　　  　

　代理申請者　住　所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　登録番号
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　 (署名又は記名押印してください。)
	※　手数料欄

	開発行為の概要
	１　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２　開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　平方メートル

	
	３　予定建築物等の用途
	

	
	４　工事施行者住所氏名
	

	
	５　工事着手予定年月日
	　　　年　　　　月　　　　日

	
	６　工事完了予定年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　

	
	７　自己の居住の用に供するもの、

　　自己の業務の用に供するもの、

　　その他のものの別
	

	
	８　法第３４条の該当号及び該当する理由
	

	
	９　その他の必要な事項
	

	※　受付番号
	年　　　　月　　　　日　　　　　　第　　　　号

	※　許可に付した条件
	


	※　許可条件
	年　　　　月　　　　日　　　　　　第　　　　号


備考　１　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第1項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第12条第1項の許可を受けたものとみなされます。
２　宅地造成及び特定盛土等規制法第26条第1項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第30条第1項の許可を受けたものとみなされます。
３　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第1項の特定開発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。
４　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
５　※印のある欄は記載しないこと。
６　「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。
７　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
８　代理申請の場合は、申請者からの委任状及び行政書士登録証の写しを添付してください。

《代行申請者　住所　氏名　電話番号》

様式2-2（第5条関係）
開発行為許可申請書

	都市計画法第２９条第２項の規定により、開発行為の許可を申請します。

　　　　　年　　月　　日

（あて先）　浜松市長　　　　　　　　

許可申請者　住　所　　　　　　　　　　　　

　　氏　名　　　　　　　　　　  　

　代理申請者　住　所　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　登録番号
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　 (署名又は記名押印してください。)
	※　手数料欄

	開発行為の概要
	１　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２　開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　平方メートル

	
	３　予定建築物等の用途
	

	
	４　工事施行者住所氏名
	

	
	５　工事着手予定年月日
	　　　年　　　　月　　　　日

	
	６　工事完了予定年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　

	
	７　自己の居住の用に供するもの、

　　自己の業務の用に供するもの、

　　その他のものの別
	

	
	８　その他の必要な事項
	

	※　受付番号
	年　　　　月　　　　日　　　　　　第　　　　号

	※　許可に付した条件
	

	※　許可条件
	年　　　　月　　　　日　　　　　　第　　　　号


備考　１　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第1項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第12条第1項の許可を受けたものとみなされます。
２　宅地造成及び特定盛土等規制法第26条第1項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第30条第1項の許可を受けたものとみなされます。
３　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73条第1項の特定開発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。

４　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

５　※印のある欄は記載しないこと。

６　「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。

７　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。

８　代理申請の場合は、申請者からの委任状及び行政書士登録証の写しを添付してください。

《代行申請者　住所　氏名　電話番号》

様式3-1（第5条関係）

設計説明書
　

1　開発の目的
　2　設計の方針
　3　開発区域内の土地の現況
　　(1)　地域地区等
　　 　□市街化区域　□市街化調整区域　□その他　　用途地域等(　　　　　　)　
　　(2)　地目別の内訳
	地目区分
	宅地
	農地
	山林
	公共用地
	その他
	計

	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	比率
	％
	％
	％
	％
	％
	100％


　4　土地利用計画(実測)
	土地利用区分
	宅地用地
	公共用地
	その他の用地
	計

	
	
	公共施設用地
	公益的施設用地
	
	

	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	比率
	％
	％
	％
	％
	100％


　5　住区街区の設定計画
	街区数
	街区
	最大街区面積
	㎡
	街区最長辺長
	ｍ

	最大区画面積
	㎡
	最小区画面積
	㎡
	平均区画面積
	㎡

	予定建築物
	区画数
	比率

	　
	　
	　

	　
　
	　
　
	　
　

	
	
	

	
	
	

	　　
	　
	　

	
	
	

	計
	　
	100％


　

6　公共施設の整備計画
　　(1)　道路

　　(2)　上水道

　　(3)　下水道　(処理場も含む。)
　　(4)　公園

　　(5)　河川・水路

(6) 消防水利施設

	区分
	道路用地
	公園用地
	水路敷用地
	その他の用地
	計

	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	比率
	％
	％
	％
	％
	100％


７　公益的施設の配置計画

	名称
	　
	　
	　
	　
	計

	敷地面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	管理者
	　
	　
	　
	　
	　

	整備計画
(建設時期等)
	　
	　
	　
	　
	　


8　環境保全の計画
注 1　設計の方針には、計画上周辺地との関連及び計画設計に際し特に留意した事項も記入してください。
　 2　公益的施設の配置計画には、都市計画法施行令第27条に規定する公益的施設について記入してください。
　 3　設計変更の申請の場合は、変更前の事項を記入し、その上部ヘ変更後の事項を朱書してください。
様式3-2（第5条関係）

設計説明書
1 開発の目的

　2　設計の方針

　3　開発区域内の土地の現況
　　(1)　地域地区等
　　　　 □市街化区域　□市街化調整区域　□その他　　　用途地域等(　　　　　)

　　(2)　地目別の内訳
	地目区分
	宅地
	農地
	山林
	公共用地
	その他
	計

	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	比率
	％
	％
	％
	％
	％
	100％


　4　土地利用計画(実測)
	土地利用区分
	宅地用地
	公共用地
	その他の用地
	計

	
	
	公共施設用地
	公益的施設用地
	
	

	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	比率
	％
	％
	％
	％
	100％


5 排水施設の設備計画

　6　地盤対策及び法面処理の計画

　7　公共施設の整備計画

8 環境保全の計画

注 1　設計の方針には、計画上周辺地との関連及び計画の設計に際し特に留意した事項も記入してください。
　 2　公共施設の整備計画には、都市計画法施行令第27条に規定する公益的施設についても記入してください。
　 3　設計変更の申請の場合は、変更前の事項を記入し、その上部ヘ変更後の事項を朱書してください。

様式4（第5条関係）

資金計画書
１　収支計画

（単位　千円）
	科　　　　　目
	金　　　　額

	収　　　　　入
	処分収入
宅地処分収入
補助負担金
　　

計
	

	支　　　　　　出
	用地費
工事費
整地工事費
道路工事費
排水施設工事費
給水施設工事費
附帯工事費　　

事務費
借入金利息　　

計
	


２　年度別資金計画

（単位　千円）

	科目　　　　　　　　　年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	計

	支　　　　出
	事業費

用地費

工事費

事務費

借入金利息

計
	
	
	
	
	

	収　　　　　入
	自己資金

借入金

処分収入

宅地処分収入

補助負担金

計
	
	
	
	
	

	借入金の借入先
	
	
	
	
	


様式5-1（第5条関係）

　　　　　

新設する公共施設一覧表

	新設する公共施設の名称
	図面対照番号
	概要
	管理者となるべき者
	用地の帰属
	摘要

	
	
	延長
	幅員
	面積
	
	
	

	　
	　
	ｍ
	ｍ
	㎡
	　
	　
	　


注　1　新設する公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。
　　　2　概要欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については道路敷の面積を記入してください。

　　　3　同一物件に権利者が2人以上ある場合は、摘要欄にその旨を記入してください。

　　　4　拡幅の場合は、従前の公共施設の番号、幅員等を摘要欄に記入してください。

様式5-2（第5条関係）

　　　　　

従前の公共施設一覧表

	従前の公共施設の名称
	新旧対照図に付した番号
	廃止、付替え、拡幅等の別
	概要
	管理者
	所有者
	摘要

	
	
	
	延長
	幅員
	面積
	
	
	

	　
	
	　
	ｍ
	ｍ
	㎡
	　
	　
	　


注　1　従前の公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。
　　　2　概要欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については道路敷の面積を記入してください。
　　　3　同一物件に権利者が2人以上ある場合は、摘要欄にその旨を記入してください。
様式5-3（第5条関係）

　　　　　

付替えに係る公共施設一覧表

	従前の公共施設
	付替えに係る公共施設
	付替え後における従前の公共施設用地の帰属
	摘要

	名称
	新旧対照図に付した
番号
	土地所有者
	名称
	新旧対照図に付した
番号
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注　付替えに係る公共施設欄は、従前の公共施設に対応する新設の公共施設の名称及び
番号を記入してください。
様式6（第5条関係）

開発区域内権利者一覧表

	物件の種類
	所在及び地番
	面積
	権利の種別
	権利者の氏名
	同意の有無
	摘要

	　
	　
	㎡
	　
	　
	　
	　


　注　1　物件の種類欄は、土地、建物等の種別を記入してください。

　　　2　権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入してください。

3　同意の有無欄は、その旨を記入し、協議中の場合は、その経過を示す説明書を添付してください。

4　同一物件に権利者が2人以上ある場合は、すべての権利者について記入し、摘要欄にその旨を記入してください。
様式7（第5条関係）

年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　様

住所(所在地)　　　　　　　　　　　　　　　　　

権利者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名(名称及び代表者氏名)　　　　　　　　　　　
(署名又は記名押印してください。)
開発行為の施行等の同意書

わたくしが権利を有する次の物件について、開発行為及び開発行為に関する工事を行うことに同意します。

　　なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。

記

	物件の種類
	所在及び種類
	面積
	権利の種別
	摘要

	　
	　
	㎡
	　
	　


様式8-1（第5条関係）

年　　月　　日　　

　　（あて先）浜松市長

住所　　　　　　　　　　　　　

設計者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　

年　　月　　日生　　

設計者の資格に関する申告書

　　次のとおり都市計画法第31条に規定する設計者の資格について申告します。

記

	学歴
	学校の名称
	学部及び学科
	所在地
	修業年限

	
	　
	　
	　
	　

	実務経歴
	勤務先
	所在地
	職名
	在職期間(合計　年　月)

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	設計経歴
	事業主体
	工事施行者
	施行場所
	面積
	許認可年月日・番号

	
	　
	　
	　
	㎡
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	都市計画法施行規則第19条の規定による該当資格
	□第1号　イロハニホヘトチ

	
	□第2号


　注　1　学歴欄は、設計者の資格に関係のある学歴を記入してください。

　　　2　実務経歴欄は、宅地開発に関する経歴のみを記入してください。

3　設計経歴欄は、20ヘクタール以上の開発行為に関する工事の経歴を記入してください。
4　都市計画法施行細則第19条に規定する資格を証する書類の写しを添付してください。
様式8-2（第5条関係）
実務経験証明書
年　　　月　　　日　
　私は、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。
設計者　住所
　　　　氏名
　　　　生年月日
記
	申告資格
	１　宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第22条による該当号数
	１号　２号　３号
４号　５号

	
	２　宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第35条による該当号数
	１号　２号

	
	３　昭和37年建設省告示第1005号による該当号　　　数
	１号　２号　３号
４号

	最終学歴
	学校の名称
	学部及び学科
	卒業年月

	
	
	
	年　月

	実務経験
	勤務先の名称
	工事名
	職務
内容
	期間
	期間合計

	
	
	
	
	年　月から
年　月まで
	年　　月

	
	
	
	
	年　月から
年　月まで
	


〔注意〕　
１　申告資格欄の１において、第１号～第４号を選択した場合は、資格欄の２、３を回答する必要はない。また、申告資格欄の２において、第１号を選択した場合は、資格欄の３を回答する必要はない。
２　実務経験の内容欄は、従事した主な土木又は建築に関する案件名等を具体的に記載すること。
様式9（第5条関係）

年　　月　　日　　
　　（あて先）　浜松市長　　　　
住所(所在地)　　　　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名(名称及び代表者氏名)　　　　　　　　
申請者の資力及び信用に関する申告書
次のとおり都市計画法第33条第1項第12号に規定する必要な資力及び信用について申告します。
記
	設立年月日
	　
	資本金
	千円

	法令による登録等
	　

	従業員数
	(うち土木建築関係技術者　　)

	前年度事業量
	千円
	資産総額
	千円

	前年度又は前年の納税額
	法人税又は所得税　　　　　　千円　　 事業税　　　　　千円

	主たる取引金融機関
	　

	工事監理者

住所・氏名
	　

	役員略歴
	職名
	氏名
	年齢
	在社年数
	資格・免許・学歴・その他

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	宅地造成経歴
	工事の名称
	工事施行者
	工事施行場所
	面積
	許認可年月日・番号
	着工・完了年月

	
	　
	　
	　
	㎡
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　


注　法令による登録等欄は、宅地建物取引業法による宅地建物取引業者の免許、建築士法による建築士事務所の登録、建設業法による建設業者の登録等について記入してください。
様式10（第5条関係）

年　　月　　日　　

　　（あて先）　浜松市長

住所(所在地)　　　　　　　　　　　　　　

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名(名称及び代表者氏名)　　　　　　　　

住所(所在地)　　　　　　　　　　　　　　

工事施行者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名(名称及び代表者氏名)　　　　　　　　

工事施行者の能力に関する申告書

　　次のとおり都市計画法第33条第1項第13号に規定する必要な能力について申告します。

記

	設立年月日
	　
	資本金
	千円

	法令による登録等
	　

	従業員数
	事務
	技術
	労務
	計

	
	　
	　
	　
	　

	前年度又は前年の納税額
	法人税又は所得税　　　　　　千円　　 事業税　　　　　千円

	主たる取引金融機関
	　

	建設業法第26条の規定による主任技術者の住所・氏名
	　

	技術者略歴
	職名
	氏名
	年齢
	在社年数
	資格・免許・学歴・その他　　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　

	宅地造成工事等施行経歴
	注文主氏名
	元請・下請の別
	工事施行場所
	面積
	許認可年月日
	完了年月

	
	　
	　
	　
	㎡
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　


注　法令による登録等欄は、建設業法による建設業者の登録、建築士法による建築士事務所の登録等について記入してください。

様式17（第9条関係）
年　　月　　日　　

（あて先）　浜松市長　

住　　所(所在地)

届出者　
氏　　名(名称及び代表者氏名)
代理申請者　住　　所

登録番号
氏　　名　　　　　　　　　　　　　
(署名又は記名押印をしてください。)
工事着手届

次のとおり開発行為の工事に着手しますので、浜松市都市計画法施行細則第5条の規定により届け出ます。

記

	許可年月日・番号
	　

	開発区域に含まれる地域の名称
	　

	工事着手年月日
	　

	工事完了予定年月日
	　

	工事施行者
	住所
	　

	
	氏名
	　

	
	連絡場所
	電話番号　　　　　　

	現場管理者
	住所
	　

	
	氏名
	　

	
	連絡場所
	電話番号　　　　　　


注　工事工程表を添付して下さい。
《代行申請者　住所　氏名　電話番号》
	様式18（第9条関係）

	工　　　　程　　　　表
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	１～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	単位
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	数　量
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	細　　別
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	工　　種
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	通計歩合（％）


様式19（第11条関係）

年　　月　　日

（あて先）　浜松市長　　　　　　　
住　　所(所在地)

届出者　氏　　名(名称及び代表者氏名)　
代理申請者　住　　所

登録番号
氏　　名
(署名又は記名押印をしてください。) 
工事完了届出書
都市計画法第３６条第1項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号　　　年　　月　　日　　　第　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記
１　工事完了年月日　　　　　　　年　　月　　日

２　工事を完了した開発区域

　　又は工区に含まれる地域の名称

	※　受付番号
	年　　月　　日　　　　第　　　　　号

	※　検査年月日
	年　　月　　日

	※　検査結果
	合　　　　　否

	※　検査済証番号
	年　　月　　日　　　　第　　　　　号

	※　工事完了公告年月日
	年　　月　　日


注　1　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

　　　　2　届出書の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。

　　　　3　※印のある欄は記載しないこと

《代行申請者　住所　氏名　電話番号》
様式20（第11条関係）

年　　月　　日

（あて先）　浜松市長　　　　　　　

住　　所(所在地)

届出者　氏　　名(名称及び代表者氏名)
代理申請者　住　　所

登録番号
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
(署名又は記名押印をしてください。) 
公共施設工事完了届出書
都市計画法第３６条第1項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号　　　年　　月　　日　　　第　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１　工事完了年月日　　　　　　　年　　月　　日

２　工事を完了した公共施設が存する開発区域

　　又は工区に含まれる地域の名称

３　工事を完了した公共施設

	※　受付番号
	年　　月　　日　　　　第　　　　　号

	※　検査年月日
	年　　月　　日

	※　検査結果
	合　　　　　否

	※　検査済証番号
	年　　月　　日　　　　第　　　　　号

	※　工事完了公告年月日
	年　　月　　日


注　1　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
2　届出書の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。

　　　　3　※印のある欄は記載しないこと

《代行申請者　住所　氏名　電話番号》
様式25（第12条関係）

年　　月　　日　　

　（あて先）　浜松市長　　

住　　所(所在地)

申　請　者　氏　　名(名称及び代表者氏名)
代理申請者　住　　所

登録番号
氏　　名
(署名又は記名押印をしてください。)  
開発区域内における建築等制限解除申請書

次のとおり都市計画法第37条第1号の規定により開発区域内の土地における建築等の制限解除を申請します。

記

	開発行為許可年月日・番号
	　

	開発区域に含まれる地域の名称
	　

	建築等の制限解除を申請する土地の区域
	　

	予定建築物等の用途・規模・構造
	　

	申請理由
	　


《代行申請者　住所　氏名　電話番号》
様式28（第15条関係）

年　　月　　日　　

　（あて先）　浜松市長

住　　所(所在地)

申　請　者　氏　　名(名称及び代表者氏名)
代理申請者　住　　所

登録番号
氏　　名
(署名又は記名押印をしてください。)   
開発行為変更許可申請書

次のとおり都市計画法第35条の2第2項の規定により開発行為の変更の許可を申請します。

記

	区分
	変更前
	変更後

	開発行為の変更の概要
	開発区域に含まれる地域の名称
	　
	　

	
	開発区域の面積
	㎡
	㎡

	
	予定建築物等の用途
	　
	　

	
	工事施行者住所・氏名
	　
	　

	
	法第34条の該当号及び該当する理由
	　
	　

	
	その他必要な事項
	　
	　

	変更の理由
	　

	開発行為の許可番号
	　


注　1　法第34条の該当号及び該当する理由欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域内において行われる場合に記載してください。

2　その他必要な事項欄は、開発行為の変更を行うことについて農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載してください。
《代行申請者　住所　氏名　電話番号》
様式30（第15条関係）

年　　月　　日　　

（あて先）　浜松市長　　　　　

住　　所(所在地)

申　請　者　氏　　名(名称及び代表者氏名)
代理申請者　住　　所

登録番号
氏　　名
(署名又は記名押印をしてください。)   
開発行為変更届

　　次のとおり都市計画法第35条の2第3項の規定により開発行為の変更を届け出ます。

記

	変更に係る事項
	　

	変更の理由
	　

	開発許可の許可番号
	年　　月　　日　　　　　　第　　　　号


　注　変更に係る事項欄は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載してください。

《代行申請者　住所　氏名　電話番号》
様式31（第15条関係）

年　　月　　日　　

（あて先）　浜松市長　　　　　

住　　所(所在地)

申　請　者
氏　　名(名称及び代表者氏名)　　　　　
代理申請者　住　　所

登録番号
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
開発行為変更協　議　書
　　次のとおり都市計画法第35条の2第3項の規定により開発行為の変更を協議します。

記

	変更に係る事項
	　

	変更の理由
	　

	開発許可の許可番号
	年　　月　　日　　　　　　第　　　　号


　注　変更に係る事項欄は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載してください。

《代行申請者　住所　氏名　電話番号》

様式43-1（第21条関係）
　　年　　月　　日

（あて先）　浜　松　市　長　
申　請　者　住　所

氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代理申請者　住　所

登録番号
氏　名
都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明申請書

　次のとおり都市計画法施行規則第６０条の規定により建築物等が都市計画法の規定に適　合している旨の証明を申請します。
記

	建築しようとする場所
	

	区　　域　　区　　分
	□ 市街化区域

□ 市街化調整区域

□　その他
	用途地域
	　　　　　

	開発行為の有無
	有　・　無　　　　敷地面積
	登記面積　　　　　　　㎡
有効面積　　　　　　　㎡

	該当条項号
	

	内容
	

	建築物の用途
	
	構　　　　造
	延べ面積

	
	
	造　　　階建
	㎡


《代行申請者　住所　氏名　電話番号》

様式48（第24条関係）
委　　　任　　　状
	事務所所在地
	

	行政書士名
	

	登録番号
	

	連絡先
	


　私は、都市計画法第29条第1項及び同法同条第2項の規定による許可について、上記の者を代理人と定め、下記の通り権限を委任します。
記
1  委任する申請業務

　以下に記載する申請（補正、取り下げ及び許可書等の受領を含む）を行うこと。

　また申請に必要な公文書の閲覧及び関係部署との協議に関する業務。
　　　都市計画法32条の規定に基づく同意申請書（都市計画法第32条第1項及び同法同条第2項）

　　　開発行為許可申請書（都市計画法第29条第1項及び同法同条第2項）

　　　工事着手届（浜松市都市計画法施行細則第5条）

　　　工事完了届書（都市計画法第36条第1項）

　　　公共施設工事完了届出書（都市計画法第36条第1項）

　　　開発行為に関する工事の廃止の届出書（都市計画法第38条）

　　　開発区域内における建築等制限解除申請書（都市計画法第37条第1項）

　　　開発行為変更許可申請書（都市計画法第35条の2第2項）

　　　開発行為変更届　（都市計画法第35条の2第3項）

　　　開発行為変更協議書（都市計画法第35条の2第3項）

　　　適合証明申請書（都市計画法施行規則第60条）

　　　制限区域内建築物建築許可申請書（都市計画法第41条第2項ただし書）

　　　予定建築物以外の建築物の建築等・特定工作物の新設の許可申請書（都市計画法第42条第1項ただし書）

　　　地位の承継の承認申請書（都市計画法第45条）

2  この件に係る開発区域の所在
3  この件に係る開発区域の面積
4  この件に係る予定建築物の用途
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式49
移転計画書
 都市計画法第34条第８号の２に規定する市街化調整区域のうち開発不適区域内に存する建築物及びこれに代わるべき建築物について、次のとおり申告します。なお、申告の内容に変更が生じた場合には、その理由を添えて直ちに変更内容を申告します。
	
	従前建築物
	代替建築物

	建築物の概要
	所在地
	
	

	
	開発不適区域の種類
	
	

	
	用途
	
	

	
	規模(延べ面積・最高高さ)
	
	

	
	構造
	
	

	建築物の所有権を
有する者
	住所
	
	

	
	氏名
	
	

	工事予定時期
	着手予定年月日
	(除却)
	(建築)

	
	
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	完了予定年月日
	(除却)
	(建築)

	
	
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日


様式50
年　　月　　日　　

　（あて先）　浜松市長

住所(所在地)　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　氏名(名称及び代表者氏名)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 
公共施設移管申請書
下記の開発行為に関する工事が完了し、都市計画法第３６条の規定に基づき、市公報へ公告されたので、同法第３２条の協議に基づき、公共施設の移管を申請いたします。

記

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

２　移管する公共施設

３　添付書類

ア　位置図1/2500（開発区域および公共施設の位置を明示）

イ　公図写

ウ　土地利用計画図

エ　確定求積図（区域全体および公共施設）

オ　土地登記簿謄本

カ　排水平面図

キ　地下埋設物平面図

ク　構造図

様式51
登　記　承　諾　書

私所有の下記の土地は、令和　　年　　月　　日都市計画法第４０条第　項の規定により浜松市へ帰属いたしましたので、今般浜松市名義に所有権移転登記をすることを承諾いたします。

令和　　年　　月　　日

住所

氏名

浜松市長　　　　　　　様

記

	市
	町
	字
	地番
	地目
	地積（㎡）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


様式52
登　記　原　因　証　明　情　報

１　登記申請情報の要項

（１）登記の目的　所有権移転登記

（２）令和　　年　　月　　日都市計画法第４０条第　項の規定による帰属

（３）当事者　権利者　浜　松　市

　　　　　　義務者　住所

　　　　　　　　　　　氏名

（４）不動産

	市
	町
	字
	地番
	地目
	地積（㎡）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


２　登記の原因となる事実又は法律行為

（１）都市計画法第４０条第　項の規定による帰属

（２）所有権移転の時期

　　　都市計画法第４０条第　項の規定により都市計画法第３６条第３項の規定による公告の翌日

（公告の日：　令和　　年　　月　　日）

（３）所有権移転

　　　よって、本件不動産の所有権は、令和　　年　　月　　日、（義務者名）から浜松市へ移転した。

令和　　年　　月　　日　　静岡地方法務局浜松支局　御中

上記の登記原因のとおり相違ありません。

権利者　浜松市長　　　　　　　　様
義務者　住所

氏名[image: image1.png]
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